平成３０年度獅子島等医療・福祉推進事業委託業務仕様書
１　委託業務名　　平成３０年度獅子島等医療・福祉推進事業に伴う業務委託
２　業務の目的・内容

水俣病の被害は広範囲に及び，水俣市周辺の離島等の僻地においても，メチル水銀の暴露を受けた被害者が多数居住されている。メチル水銀の暴露を受けた被害者やその家族の高齢化が進む中，その地理的条件により，離島等の被害者等に対する医療・福祉対策を一層充実することが求められている状況にある。

このような状況を踏まえ，離島等におけるメチル水銀の暴露を受けた被害者及び家族，地域住民が安心して暮らしていけるように，当該地域の医療･福祉レベルを向上させるための方策の検討に資することを目的として，メチル水銀の暴露を原因として起こる神経症状の緩和や運動障害等の改善・維持につながるリハビリテーション等を事業として実施するものである。

３　委託業務を行う場所
　　獅子島アイランドセンター等（介護予防研修会）
　　御所ノ浦高齢者コミュニテー（デイサービス）（リハビリ）
　　湯ノ口もくもく館（リハビリ）・幣串漁業者集会所（リハビリ）
　　旧片側保育園（リハビリ）

　　
４　委託業務実施期間

　　平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

　　なお，細部の日程は工程表のとおり　
５　委託業務の内容　
（1） 職員体制について
獅子島地区リハビリ管理人　４ヶ所　　各１名
デイサービス職員（看護師）　　　　　　１名
　　　　　　介護士　　　　　　　　　　３名
運転手　　　　　　　　　　１名
　　　　　　補助員　　　　　　　　　　１名
体力測定時補助員　　　　　　　　　　　１名
（２）業務の実施方法の詳細

水俣病発生地域における離島等の僻地のうち，メチル水銀の暴露を受けた被害者やその家族が集中して暮らしている地域である長島町の長島及び獅子島において，以下の業務を実施するものとする。

Ⅰ．事業の実施

1 　離島デイサービス
獅子島の御所ノ浦地区に設置されている高齢者コミュニティセンターにおいて，地域に居住する水俣病被害者や高齢者など約１２０名を対象として，専門的な知識を有する者が，定期的に身体機能評価を行い，併せて必要なリハビリテーションを提供することにより，対象者の症状の緩和，介護予防及び日常生活の向上を図る。
事業内容等の詳細は別紙のとおりとする。
ア．対象者の選出及びリスト作成

イ．参加問診票の作成

ウ．事業実施（対象者の事業実施施設までの送迎，効果測定及び指導を含む。）
エ．事業結果分析，参加者への結果通知及び個別指導
　　　　
2 　健康機器を利用したリハビリテーション
獅子島の御所ノ浦地区に設置されている高齢者コミュニティセンター及び同島の片側地区・幣串地区・湯ノ口地区の各公民館等において，各地区に居住する水俣病被害者や高齢者など一施設当たり１日平均約５～１５名を対象として，リハビリテーション用の健康機器の積極的な利活用を促し，対象者の症状の緩和，介護予防及び日常生活の向上につなげる。
設置する健康機器等は別紙のとおりとする。
ア．対象者の選出及びリスト作成
イ．事業実施（効果測定及び利用日誌の作成を含む。）
ウ．アンケート調査実施

エ．事業結果分析及び参加者への結果通知
3 　介護予防研修会

獅子島の御所ノ浦地区に設置されている高齢者コミュニティセンター及び長島の鷹巣地区に設置されている保健・福祉センター等において，医療・保健・福祉に関する介護保険事業従事者及び高齢者１回当たり約２０～６０名を対象として，介護予防研修会を実施することで，介護予防理論に基づいた運動・体操の指導力向上につなげる。
研修会の実施回数等は別紙のとおりとする。

ア．対象者の選出及びリスト作成
イ．事業実施
ウ．アンケート調査実施

エ．事業結果取りまとめ
（３）　個人情報の管理

①　受託者は，保有個人情報の漏えい，滅失又はき損の防止その他の保有個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずるものとする。
　　　  ②　受託者は，本業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又は他の目的に利用してはならない。

６　委託業務における留意事項
(1) 資料の提出及び説明等の協力について
本件業務は長島町及び国，県の獅子島等医療・福祉推進事業補助金で実施されるものであり，執行後５ヵ年に渡って，事業費の適正な執行を確認する為，本仕様書に定める成果物以外にも，必要に応じて資料の作成や説明を求める場合がある。その際は求めに応じ，積極的に協力すること
例）当該業務を遂行するうえでの，雇用者に係る出勤簿及び給与明細など。
(2) 業務適用範囲の確認
本仕様書に記載のない事項であっても，社会一般に実施される業務項目は，本件業務の範囲とする。なお，当該項目について疑義があるとき，受託事業者は本町と協議することができる。
(3) 業務成果の帰属等
本件業務で取得した全ての成果物は，本町へ帰属するものとする。
(4) 法令遵守
本件業務の実施にあたっては，関係法令，条例及び規則等を遵守すること。
(5) 双方協議
本件業務の実施にあたり，疑義等が生じた場合は，双方協議のうえ決定する。
